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研究成果の概要（和文）： 

 本研究は、戦後、約 50 年間におよぶ日本の重電メーカーの火力発電についての技術革新メ

カニズムを分析した。その結果、企業は「顧客企業」との関わり方や「戦略的提携」が、将来

の事業に深くかかわるため、短期的ではなく長期的な視野でみる必要があること、技術革新に

は「製品技術・生産技術・運転技術の統合度」を高めた製品開発が重要であり、コア技術の革

新のみならず「周辺技術の開発」が重要になってきていることを明らかにした。 

 
研究成果の概要（英文）： 

 This research analyzed the mechanism of the technical innovation about the thermal power 

generation of the heavy industry in Japan in recent 50 years.. The "Customer enterprise" 

and "Strategic partnership" need to decide on the basis of judgment that it is not 

short-term and long-term. In product development, integration of management resources, 

especially the technological integration is very important. And "Development of 

peripheral technology" clarified the important thing in recent years. 
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１．研究開始当初の背景 

 近年、環境技術や省エネルギー技術として
高効率火力発電プラントが注目されてきた。
日本の重電メーカーは、主要機器（たとえば

蒸気タービン、ガスタービン、ボイラなど）
の製作から発電プラントの建設まで 1社でで
きることが特徴としてあげることができる。
また各社は火力発電の主要機器においても、
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最先端の製品開発に積極的に取り組んでい
る。 

 たとえば、火力発電にかかわる最先端の製
品開発として、ガスタービンをみてみると、
その製品開発競争をしているのは、日本の三
菱重工業、アメリカのゼネラル・エレクトリ
ック（GE）、ドイツのシーメンス、フランス
のアルストムが代表的である。一方で、最先
端の火力発電プラントのひとつであるコン
バインド・サイクル発電プラントを建設でき
る重電メーカーとなると、ガスタービンの開
発に積極的に取り組んでいる 4 社に加えて、
日本の重電メーカーである東芝、日立製作所
がグローバルに市場で競争を繰り広げてい
る。 

 火力発電の歴史は、蒸気タービン発電から
始まり、ガスタービン発電、蒸気タービンと
ガスタービンの複合発電であるコンバイン
ド・サイクル発電という流れがある。最近の
火力発電において環境技術、省エネルギー技
術として注目されているのはコンバイン
ド・サイクル発電であるが、そればかりでは
ない。既存の蒸気タービン発電は、蒸気ター
ビン本体の開発において、大容量化、高温・
高圧化することによって以前よりも効率が
良くなっている。ガスタービン発電も、ガス
タービン本体の大容量化、ガス温度の高温化
によって、効率化されている。新製品は、こ
れらの目標を達成するために、研究部門によ
る要素技術の開発から始まり、設計部門、生
産部門など、多くの開発部門の連携が必要と
なってくる。各企業は、経営資源を組織能力
によって、最適な製品開発システムを構築し
ている。 

 近年、重電 3社といっても、それぞれの企
業によって、蒸気タービン、ガスタービン、
ボイラなどの主要機器に特化してきている。
戦後の重電 3 社は、1950 年代に米国のゼネ
ラル・エレクトリック（GE）やウェスチン
グハウス（WH）から蒸気タービン技術を導
入して、国内でタービンの生産・製作と据付
を中心におこなってきた。日本企業は次第に
技術を吸収していった。1960 年代には、各
社がGEやウェスチングハウスからガスター
ビンの技術を導入した。1980 年代半ばにな
ると、ガスタービンにおいて圧倒的な世界市
場シェアを獲得していた GEに対し、三菱重
工のガスタービンは大容量化で先行するこ
ととなった。その後、GE-三菱重工のガスタ
ービン開発の競争は過熱していく。現在では、
ガスタービンのガス温度の高温化技術で、三
菱重工は GEを凌ぐまでになっている。 

 蒸気タービン発電からガスタービン発電、
そしてコンバインド・サイクル発電と一連の
発電方式の変遷を技術パラダイムととらえ
ると、各社がそのパラダイムに対する対応が
違うことがわかる。この各社の対応の違いは

なぜ起きるのか、技術革新のメカニズムを明
らかにしようと考えた。 

 

２．研究の目的 

火力発電の方式は、時代とともに変化して
いる。蒸気タービン発電、ガスタービン発電、
コンバインド・サイクル発電と変遷してきた。
この流れを技術パラダイムととらえること
ができる。それぞれの技術パラダイムにあわ
せて技術開発や製品開発のやり方も、各社に
よって異なる。そこで、本研究の目的は、技
術パラダイムが変わると、技術革新がおこる。
その技術革新のメカニズムは、それぞれの企
業によって異なるという事象をもとに、日本
の重電メーカーの技術革新メカニズムを解
明することである。具体的には、東芝、日立
製作所、三菱重工業の火力発電に関する最先
端の製品開発に注目する。 

 

３．研究の方法 

 研究対象として、東芝、日立製作所、三菱
重工の重電 3社を中心とした。各社の研究開
発部門、設計部門、生産・製造部門、建設部
門の社員へのインタビュー調査を実施した。
火力発電に関わる主要機器の生産現場の見
学・調査も実施した。また関連産業として、
重電メーカーの顧客である電力業界のうち
東京電力、九州電力、電源開発の発電所の見
学・調査ならびに社員へのインタビュー調査
を実施した。素材メーカーである日本製鋼所
の本社と室蘭研究所・室蘭製作所の調査も実
施した。の調査もおこなった。日本のみなら
ず、世界の重電メーカーのタービンの主要部
品であるタービンロータ軸を研究、製作して
いるその他、鉄鋼業界、石油業界等の発電設
備も見学・調査をおこなった。 
 文献としては、各社の社史や技術情報誌、
業界団体である火力原子力発電技術協会の
会誌、ガスタービン学会の学会誌、電気新聞
等の新聞やビジネス誌の関連記事を参考と
した。技術に関連する調査・分析には、日本
の特許データとアメリカの特許データを利
用した。 
 
４．研究成果 
 本研究の成果は、火力発電における日本の
重電メーカーの技術革新メカニズムを解明
することである。いくつか明らかになった要
因をそれぞれ簡単に説明する。 
 
(1) 顧客企業 
技術革新が起きるときには、大きな流れと

して、技術パラダイムの転換がある。たとえ
ば火力発電の場合、蒸気タービン発電からガ
スタービン発電に変わり、次にコンバイン
ド・サイクル発電になったように、技術パラ
ダイム、市場ニーズは変わっていった。それ



 

 

は、「省エネ」、「燃料の多様化」「環境問題」
といったように、時代を反映しているもので
あった。火力発電における技術パラダイムの
転換は、重電メーカーの顧客企業である電力
メーカーのニーズが大きな影響を与えてい
る。重電メーカーの技術革新は、電力業界の
ニーズに合しているといえる。 
東芝は、1950年代半ばから、東京電力を中

心に、多くの蒸気タービン発電を受注した。
当時の発電所建設の国内シェア（発電所の出
力）は東芝がトップであった。東芝の発電事
業は成功していた。そのため、次の技術パラ
ダイムであるガスタービン発電の開発に取
り組むのが、他社よりも遅れた。一方で三菱
重工は、蒸気タービン発電は東芝、日立製作
所に国内市場の大部分が占められていたた
め、海外市場への進出、ガスタービン発電の
開発は他社よりも早かった。 
 このように、戦後復興の発電事業では、日
本政府の政策的なものもあって東芝や日立
が先行することとなった。 
 
(2) 戦略的提携 
 日本の重電メーカーは、1950年代に蒸気タ
ービン、1960年代にガスタービンの技術を海
外メーカーから導入している。蒸気タービン
に関しては、戦前からの造船業で培ってきた
国産技術が活用できると考えていたが、産業
用の大容量の蒸気タービンは開発できずに
いた。また戦後復興という急速な需要であっ
たため、開発時間もとることができなかった。
その結果、日本の重電メーカーは、海外の重
電メーカーから技術導入するしかなかった。
ガスタービンこそは、自主開発しようと考え
ていた重電メーカーも、大容量のガスタービ
ンの開発が間に合わなかった。また日本の重
電メーカーは、製品に対する信頼性を顧客か
ら獲得するまでの実績はなかった。東芝、日
立は、米国・GEから、三菱重工は、米国・ウ
ェスチングハウスと技術提携をおこなった。
この契約内容はあまり明らかになっていな
い。しかしながら、東芝、日立にとって、こ
の技術提携はその後のガスタービン開発に
大きな影響を与えた。GEは、ガスタービンの
容量で技術提携をおこなっており、東芝、日
立が大容量の最新のガスタービンの開発を
阻止することに成功した。市場では大容量の
ガスタービンが求められるなか、東芝と日立
は、自主開発・生産することができず、GEか
ら完成品を調達するしかなかった。その後は、
生産協定も締結し、GE図面のもと、東芝、日
立は大型ガスタービンの生産をおこなうこ
とになった。そして自主開発のターゲットは、
中・小型ガスタービンとなった。現在でも、
東芝、日立は GEと技術提携を継続している。 
一方で、三菱重工は、他社に先駆けて自主

開発で大容量（大型）ガスタービンの開発に

取り組んでいた。しかし、1960年代に大容量
のガスタービンの需要が急伸したとき、自主
開発は間に合わず、ウェスチングハウスと技
術提携をした。三菱重工の組織内には、自主
開発したガスタービンを市場に出すという
明確な目標があり、ガスタービンの自主開発
を積極的におこなった。そのため、ウェスチ
ングハウスとの技術的格差は次第に縮まり、
約 20年で技術提携を解消している。 
 このように重電 3社は、技術提携をするこ
とによって海外の先進技術を吸収し、発展さ
せていった。しかし技術提携は、各社の技術
開発を制約した。それによって現在の技術・
製品分野の特化につながっていったことは
明らかである。 
 
 技術革新メカニズムの外部要因として、
「顧客企業」、「戦略的提携」によって、重電
3 社の技術・製品開発に制約ができたことが
明らかになった。次に、技術革新メカニズム
の内部要因を簡単に説明する。 
 
(3) 製品技術・生産技術・運転技術の統合度 
 火力発電における顧客ニーズで、最も重視
される要因は、「信頼性」である。「プラント
の信頼性」、「機器の信頼性」であり、発電事
業は社会インフラと認識され、停電などおこ
してはいけない。 
 重電 3社の火力発電に関わる主要機器のラ
インナップを見ると、各社がそれぞれ戦略的
に製品開発に取り組んできたことがわかる。
東芝は、蒸気タービンに特化した。ガスター
ビンの開発もおこなっていたが、2000 年に
GEとガスタービンの生産協定を締結し、東芝
ブランドのガスタービンの製作を中止した。
しかし現在でも東芝のタービン工場の一部
では、ガスタービンのメンテナンスをしてい
る。また同じ敷地内に GE との合弁会社が、
新規ガスタービンを製作している。その合弁
会社と東芝の技術交流はない。発電市場にお
ける東芝の位置づけは、蒸気タービンに特化
したタービンメーカーである。日立は、蒸気
タービン、ガスタービン、ボイラの主要機器
すべてを日立ブランドで製作できる。ただし
ガスタービンは GE と技術提携を結んでいる
ため、自主開発できるのは中・小型のもので
ある。三菱重工は、蒸気タービン、ガスター
ビン、ボイラの製作を自社でおこなっている。
火力発電プラントの建設は、3社ともできる。
参考までに、GEは、蒸気タービンの開発・製
作はやめている。ボイラの製作もおこなって
いない。ガスタービンのみの開発、製作をお
こなっている。世界の重電メーカーが、ガス
タービンの開発に取り組んでいるのは、次世
代、最先端火力発電や次世代の火力発電とい
われているものは、ガスタービンを中心とし
たコンバインド・サイクル発電が基本になる



 

 

と考えられているからである。一方で、蒸気
タービンの一層の高効率化・大容量化はガス
タービンの効率化に比べると難しいと考え
ている。 
 重電 3社は、主要機器をすべて自主開発し
ていなくても、火力発電プラントとしてのシ
ステム構築は可能である。しかし火力発電プ
ラントの製品設計思想をモジュール型とと
らえる東芝とインテグラル型ととらえる日
立・三菱重工では、製品開発能力に差が出る
と考えられる。三菱重工は、最先端のコンバ
インド・サイクル発電の開発において、自社
の高砂製作所内に発電プラントを建設した。
この発電プラントは、蒸気タービン、ガスタ
ービン、ボイラを主要構成機器とするもので、
この発電プラントの運転状況から、製品開発
に役立てている。いままでは、電力会社と共
同開発をおこなっていたが、その機会が少な
くなったこともあり、自主開発で信頼性の高
い製品を開発するには、実際に実証プラント
を運転して、そこから得られる情報が製品開
発に必要であると判断したからである。重電
メーカーにとって、製品技術・生産技術・運
転技術が統合されることによって製品開発
力は高まる。三菱重工のガスタービンは高い
性能を発揮し、信頼性を獲得している。 
  
(4) 周辺技術の開発 
 重電各社の技術革新、製品開発をみると、
コア要素技術レベルでの劇的な進化という
のは、あまりない。たとえば、ガスタービン
の開発において、ガス温度が高温になると高
効率化する。しかしタービンに入ってくるガ
ス温度が高くなるとその温度に耐えられる
材料の開発が必要になる。現在では、革新的
な耐熱材料の開発ができることは少なくな
っている。むしろ、耐熱材料を加工する技術、
溶接する技術、コーティングする技術といっ
たようにコア技術の周辺技術の開発、進化が
あってトータル・システムとして、ひとつの
製品としてのガスタービンが開発される。ま
た一方で、耐熱素材が開発されても、それを
加工することができない、溶接することがで
きないということもある。つまり技術は、一
連の開発によって進化するということであ
る。コア技術の開発だけに注力しても、製品
開発はうまくいかない。製品や技術が複雑化
すればするほど、周辺技術の重要性が高まっ
ている。 
 
(5) まとめ 
 以上のように、本研究ではいくつかの要因
が、技術革新メカニズムにおいて重要である
ことが明らかになった。これ以外にも、技術
パラダイムが変わると産業構造も変わるこ
とがある。そのなかで、専門分野に特化した
素材・部品メーカーの出現、それにともなう

分業体制の変化などが日本の重電メーカー
の競争環境を変えてきた。また重電メーカー
は、競争に勝つために経営資源の活用方法を
変え、組織能力を強化してきた。情報的経営
資源である「技術」は、継続的に開発をして
いかないと競争力を失うということも、日本
の重電メーカーは肌で感じてきた。火力発電
プラントをモジュール型でつくりあげる重
電メーカー、インテグラル型でつくりあげる
重電メーカーがあり、その製品アーキテクチ
ャーも複雑化してきており、システム全体も
複雑化してきている。 
 今後は、その複雑化にどのように対応して
いくのか、分業体制においてもトータル・シ
ステムとしての技術発展をどのように進め
るのか、研究を発展させていきたい考えてい
る。 
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